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（持 ち 家：χ＝，＜；借 家：χ＝，
）（）．したがって，持ち家の住民は全・半壊及
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び床上浸水被害を受けた住民ほど防災行動を実施・検討
し，床下浸水及び被害を受けなかった住民ほど実施ある
いは検討していないことが分かった．一方，借家の住民
は被害の深刻度と防災行動の実施及び検討とが関連しな
いことが分かった．
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　本研究の分析の結果，過去の水害経験は将来的な水害
発生の予測と関連することが分かった．この結果は，細
井ほか（）と及川・片田（）の報告と一致して
いる．つまり，水害によって恐怖や不都合を経験する住
民ほど，水害が高い確率で発生すると認識していること
を示唆している．
　直感的には，被災経験という経験的要因は，「再び水
害が起こるのではないか」という不安感を高めるので，
水害を予測している住民ほど水害に備えていることが考
えられる．したがって，防災意識が高い住民ほど防災行
動に取り組んでいることが予測できる．しかし，被災経
験と水害予測などの要因は，避難袋の準備行動に関連し
ていたが，それ以外の防災行動と関連していなかった．
　したがって，被災経験や水害予測と，防災行動との関
連性は弱いことが分かる．水害に遭った場合や近い将来
水害が起こるのではないかという危険性を感じても，そ
れを動機として避難袋を準備，または保険に加入すると
いう防災行動には，なかなか結びつかないことが明らか
である．
　このように，防災意識や危機意識といった「意識」
と，防災行動といった「行動」は必ずしも整合しないこ
とが伺える．言い換えるならば，「いつ襲ってくるか分
からない水害に備えておくことは，自分の身を守った
り，財産を守るうえで重要だ」という「建て前」と，「水
害はすぐには起こらないし，食糧の備蓄も面倒だ．自分
には関係ないだろう」といった「本音」が乖離している
と言えるのかもしれない．このことは，水害対策に関す
る啓蒙活動において，住民の危機感を高めるだけでは不
十分であることを示唆している．このような指摘は，渇
水時における住民の節水行動（広瀬・北田，），省エ
ネルギー行動（，），水質保全のための合成洗
剤使用の自粛（広瀬，）などの研究事例でも報告さ
れている．
　一方で，水害に対するリスク認知が高い住民，また水
害による家屋被害が大きい住民ほど防災行動を検討・実
行していた．すなわち，被災経験と水害予測そのものよ
りも，水害に対するリスク認知の高さと家屋の被害の大
きさが，防災行動を促進することを示唆している．この
結果は，阪神・淡路大震災後の住民の防災意識調査（小
城ほか，）と一致している．しかし，本研究では
「防災行動を検討あるいは実行していますか」という曖
昧な評定を求めているので，回答者が実際に防災行動を
行なっていると断定することはできない．また，仮に実
行していたとしても，「十分な対策」の基準は個人に
よって異なるので，水害による被害を十分に軽減できる
だけの対策を行なっているかは不明瞭である．このよう
な点を踏まえて，今後は対策の検討から実行に移るまで
の過程の分析と，対策を促進するような社会的及び心理
的要因について明らかにする必要がある．
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　家屋の所有形態と防災意識及び防災行動との関連性に
ついて分析を行なったところ，持ち家と借家住民の間で
様々な違いが認められた．第点として，持ち家に住む
住民の方が借家の住民に比して水害を予測しており，ま
た防災行動をとる住民の割合が多かった．持ち家に住む
人々の防災意識が高いことは細井ほか（）の報告を
支持している．第点として，持ち家の住民は被災経験
と避難袋の用意が関連するが，借家の住民は水害予測と
避難袋の用意が関連するという違いが認められた．第
点として，持ち家の住民は東海豪雨災害による被害が深
刻であるほど，水害後の防災行動を実行及び検討してい
たが，借家の住民には認められなかった．第点として，
持ち家の住民は水害リスク認知が防災行動を実施及び検
討していたが，借家の住民には認められなかった．
　このように，持ち家と借家という家屋の所有形態の違
いが，防災行動の有無に関連することが分かる．この結
果の背景には，持ち家の住民は，家屋を建設する際に水
害をカバーする住宅総合保険に加入する機会が多いこ
と，家屋や家財を守る意識が高いことが考えられる．一
方で，浸水実績図の確認においては持ち家及び借家の
人々の間に有意な関連性が認められなかった．家屋を所
有する際には，その地域がどの程度浸水しやすいのかを
知っておくことが非常に重要である．それにもかかわら
ず，あまり確認されていないのは，住民が浸水実績図を
確認する方法を認識していないこと，あるいは浸水実績
図が普及していないなど様々な原因が考えられる．以上
の点を踏まえると，住民全体に対する防災対策もさるこ
とながら，持ち家と借家の住民に区分した対策と，浸水
実績図を普及させることが重要であると言えよう．
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　先述のとおり，堤防は年に一度，あるいは年に
一度の豪雨を想定した計画規模で造成されている．この
計画規模を上回る豪雨の可能性は，一般的に気象システ
ムで把握する．しかし，アグネス事例のように，気象シ
ステムが雨雲の位置を把握していても，予想進路や規模
が予報とは大きく異なる可能性は否定できない（
，）．日本においても，気象予報の正確性が問
われた事例は少なくない．そのひとつが，年月下
旬に日本列島に上陸した台風号及び台風号であ
る．年月日の日本経済新聞（日本経済新聞，
）には，『ノロノロ台風に予測追いつけず』という
見出しとともに，台風の予測が大幅に外れたことについ
て掲載された．その記事によれば，気象庁がスーパーコ
ンピューターを導入したにも関わらず，紀伊半島付近に
上陸した台風号と沖縄付近に停滞した台風号の進
路を予測できなかった．
―８２―
　これに対して，気象庁は近い将来全球モデルにスー
パーコンピューターを導入して，精度を一層向上させる
予定である．スーパーコンピューターやモデルの精度が
向上すると，台風の進路や降雨量などを正確に察知でき
ると考えられがちである．しかし，その記事には「予報
担当官は『改めて台風予報の難しさを感じた』」と述べ，
さらに「『モデルの精度はこの数年で飛躍的に上がった
が，完ぺきに予測するのは不可能．台風が日本に接近し
たときにモデルと違う動きをみせると非常に神経を使
う』と話していた」という．
　この予報担当官のコメントは示唆に富んでいる．なぜ
なら，ハードの一定の計画規模を上回る豪雨を，気象予
報が予測できない可能性を示しているからである．この
意味において，一定の計画規模で造成されたハード面に
依存する防災対策は万全ではないと言えよう．したがっ
て，住民の浸水実績図の閲覧を促進し，家屋の所有形態
に応じた防災対策を普及させる必要がある．このような
防災対策を実施するうえで，住民一人一人の防災行動を
促進する心理的要因及び社会制度的要因を把握しなけれ
ばならないが，この点については，今後も検討を重ねて
ゆく予定である．
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　本研究は，東海豪雨災害の被災地域の住民を対象にし
た調査をおこなった．その結果，以下の点が明らかに
なった．第は，被災経験が防災行動に関連するとは限
らないこと，第に，水害の発生を予測していた人ほど，
防災行動をとるとは限らないこと，第に，水害で受け
た被害の大きさと，水害リスク認知が，防災行動の検討
に関連することである．そして第点が，家屋の所有形
態の違いは防災意識と防災行動に関連するが，意識と行
動の関連性には影響を及ぼさないことである．以上は，
防災政策において，住民の水害に対する危機感を高める
ような啓蒙活動が，住民の水害対策を促進するとは限ら
ないことを示唆している．

　東海豪雨災害で被害に遭われた皆様に対して改めてお
見舞い申し上げるとともに，本研究のアンケート調査実
施にご協力いただいた方々に対して厚く御礼申し上げま
す．なお，本研究のデータは，独立行政法人防災科学技
術研究所で実施した東海豪雨災害に関する一連の研究に
おいて収集した．
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
　本研究は，東海豪雨災害（年月）の被災地住民を対象に，東海豪雨災害以前の被災経験及び水害予測の
有無，さらに家屋の所有形態が防災行動に及ぼす影響を検討したものである．浸水被害が大きかった愛知県名古
屋市と西春日井郡新川町の住民を対象に，アンケート用紙を郵送法で配布及び回収した．回答者は人で，
有効回答票数はであった（回収率％）．本調査で得られたデータを分析した結果，東海豪雨災害以前の
被災経験及び水害発生予測の有無と，防災行動との関連性がほとんど認められなかった．また，家屋の所有形態
に関する分析においては，持ち家の住民の方が水害を予測し，防災行動をとっていたことが明らかになった．ま
た，持ち家の住民は，被害の深刻度と水害後の防災行動の実行及び検討が関連するほか，水害リスク認知が防災
行動に関連していた．しかし，借家の住民にはそのような関連性が認められなかった．このように，家屋の所有
形態と被害の深刻度という要因が防災行動に影響を及ぼしていることが明らかになった．
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